
令和７年度４月分 

 

市民生活・環境関係 

件 名 パートナーシップ制度導入について 

内 容 

 白井市では、まだ、パートナーシップ導入されていませんが、どのようにお考え

でしょうか？ 

 昨今、パートナーシップ制度を導入している市町村が増えて来ています。 

 実は白井市を引っ越し先に考えていた時に調べていたら、導入していなくて、残

念でした。 

 関係機関の働きかけが必要かと思いますが、早急に導入することを望みます。 

 導入しているかで、転居する方も増えると思います。 

回 答 

 御提案いただきましたパートナーシップ制度の導入については、近年の他自治体や

国、県の動向や社会情勢からも市として重要なテーマであると考えており、現在、同

制度の導入に向けた検討を進めております。 

 この度は、貴重な御意見を頂きありがとうございました。 

（関係課：市民活動支援課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



件 名 印西クリーンセンター車両火災事故の再発防止について 

内 容 

 印西地区環境衛生組合の副管理者である市長に伺います。 

１．令和５年８月に、粗大ごみを業者に売った際、運搬途中でリチウムイオン電池

による車両火災事故が発生し、関係市町が損害賠償しています。 

 この事故を受け、市長は火災事故防止に向け、組合に対しどのような指示を行い

ましたか。 

 

２．令和６年１２月２７日には、印西クリーンセンター内でリチウムイオン電池に

よる大規模な火災事故が発生しました。被害状況などを知りたく、事故報告書につ

いて組合に問い合わせましたが、作成していないとのことでした。 

 事故が発生したら再発防止会議、事故報告書の作成は必ず行うべきです。車両火

災事故を契機にしっかり再発防止対策を行っていれば、センター内での事故防止や

被害の最小化につながったはずです。 

 事故報告書を作成するよう副管理者として組合に指示して頂きたい。 

 この事故が発生したことにより、市は数億円規模の負担をしなければならないは

ずです。 

 白井市は、基金を取り崩さなければならない厳しい財政状況の中、数億円の負担

増となる大規模な火災事故が発生してしまったことは、残念です。 

回 答 

１．令和５年８月の車両火災事故は、粗大ごみ・不燃ごみを破砕した際に発生した磁

性物を取り出し、売却先までの運搬時に発生しました。 

 この車両火災事故の発生を受けて、印西地区環境整備事業組合の副管理者として組

合に対し、火災発生原因の把握と再発防止に向けた対応を検討するとともに、構成市

町に対し、ごみの分別等についての周知を依頼するよう指示しました。 

 本件は、本来、リチウムイオン電池などの禁忌物については、破砕前に手作業で除

去しているところですが、事故発生時は、それをすり抜け磁性物に混入した状態で、

運搬途中に発火したものです。 

 組合より事故後の対応として、手作業での禁忌物除去の強化、積込み時の磁性物へ

の水かけによる延焼防止対策の実施、各市町に対し広報やホームページでの分別の徹

底を呼び掛けるなどの対策を行う旨の報告を受けております。 

 また、磁性物売却契約書の内容、運搬に関する保険対応についても検討するよう指

示しています。 

 

２．令和６年１２月２７日の火災について、現在、消防からの調査報告書が提出され

ていないことから、組合では、運転管理業務を行っている事業者からの時系列的な報

告しかありません。 

 そこで、内容を精査し、現在の状況、今後の対応などについて組合ホームページに

掲載しています。 

 こちらについても、印西地区環境整備事業組合の副管理者として組合に対し、消

防からの調査報告を基に再発防止策を検討するよう指示したことに加え、白井市長

としても住民の皆様へごみの分別等の周知を徹底するよう市環境課に指示しており

ます。 

（関係課：環境課） 

 


